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○ 立体駐車場における自動車転落事故を防止するための装置等に関する設計指針（抄） 新旧対照表

（傍線部分は改正部分）

改 正 案 現 行

駐車場における自動車転落事故を防止するための装置等に関す 立体駐車場における自動車転落事故を防止するための装置等に

る設計指針 関する設計指針

第１ 総則 第１ 総則

（１）目的 （１）目的

本指針は、建築物又は建築物の敷地に設ける駐車場（以下単 本指針は、立体駐車場の内部において、通常考え得る程度の

に「駐車場」という。）において、通常考え得る程度の誤操作 誤操作により、自動車が駐車場の外壁等を突き破り転落する事

により、自動車が駐車場の外壁等を突き破り転落する事故を防 故を防止することを目的とする。

止することを目的とする。

（２）適用範囲 （２）適用範囲

本指針は、直下の地面からの高さが５．１メートル（多数の 本指針は、直下の地面からの高さが５．１メートル以上の部

者の利用する道路、広場等に転落するおそれがある場合は２． 分（公共の用に供する道路、広場等に転落するおそれがある場

１メートル）以上である駐車場その他の自動車が転落すること 合においては、２．１メートル以上の部分）を駐車場に供する

により重大な事故が生じるおそれのあるものに適用する。ただ 場合で、当該部分のうち、駐車の用又は車路に供する部分が建

し、駐車場内で操車を行わない機械式の駐車場においてはこの 築物の外周部分にある場合に適用する。ただし、駐車場内で操

限りでない。 車を行わない機械式駐車場においては、この限りでない。
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第２ 装置等の設計方法 第２ 装置等の設計方法

（１） 装置等の設置 （１） 装置等の設置

自動車の衝突による衝撃力を処理することのできる装置等を 自動車の衝突による衝撃力を処理することのできる装置等を

駐車の用に供する部分の外壁に面する側、車路に供する部分の 駐車の用に供する部分の外壁に面する側、車路に供する部分の

屈曲部等誤操作による自動車の転落を有効に防止できる位置に 屈曲部等誤操作による自動車の転落を有効に防止できる位置に

設置すること。 設置すること。

（２） 装置等の構造の設計 （２） 装置等の構造の設計

装置等の構造の設計をするに当たっては、次の①に掲げる衝 装置等の構造の設計をするに当たっては、次の①に掲げる衝

撃力等を用いて②又は③に定めるところにより安全を確かめる 撃力等を用いて②又は③に定めるところにより安全を確かめる

こと。ただし、実験により装置等が衝撃力を充分吸収できるこ こと。ただし、実験により装置等が衝撃力を充分吸収できるこ

とが確かめられた場合においては、当該装置等を用いることが とが確かめられた場合においては、当該装置等を用いることが

できる。 できる。

① 装置等に作用する衝撃力等は、次に掲げる数値によること ① 装置等に作用する衝撃力等は、次に掲げる数値によること

。 。

ア 衝撃力：２５０キロニュートン ア 衝撃力：２５トン

イ 衝突位置：床面からの高さ６０センチメートル イ 衝突位置：床面からの高さ６０センチメートル

ウ 衝撃力の分布幅：自動車のバンパーの幅１６０センチメ ウ 衝撃力の分布幅：自動車のバンパーの幅１６０センチメ

ートル ートル

ただし、これらの数値は、車体重量（積載荷重を含む。） ただし、これらの数値は、車体重量（積載荷重を含む。）

２トンの自動車が装置等に時速２０キロメートルで直角に衝 ２トンの自動車が装置等に時速２０キロメートルで直角に衝

突することを想定して算出しており（下図参照）、駐車場の 突することを想定して算出しており（下図参照）、駐車場の

設計条件、利用状況等に応じて、これらの数値以外の数値を 設計条件、利用状況等に応じて、これらの数値以外の数値を

用いて設計することが妥当な場合においては、これによるこ 用いて設計することが妥当な場合においては、これによるこ

ととする。 ととする。
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② 部材の塑性変形等を考慮し、衝撃力を十分吸収できるよう ② 部材の塑性変形等を考慮し、衝撃力を十分吸収できるよう

にすること。 にすること。

③ 装置等を次に掲げる材料を用いて設計する場合にあっては ③ 装置等を次に掲げる材料を用いて設計する場合にあっては

、当該材料の許容応力度を通常の短期許容応力度の１．５倍 、当該材料の許容応力度を通常の短期許容応力度の１．５倍

まで割り増して許容応力度設計を行うこと。 まで割り増して許容応力度設計を行うこと。

ア 日本工業規格（以下「ＪＩＳ」という。）Ｇ３１０１に ア 日本工業規格（以下「ＪＩＳ」という。）Ｇ３１０１に

定めるＳＳ４００及びＳＳ４９０又はこれらと同等以上の 定めるＳＳ４１及びＳＳ５０又はこれらと同等以上の品質

品質を有する鋼材 を有する鋼材

イ ＪＩＳＧ３１１２に定めるＳＤ２９５及びＳＤ３４５又 イ ＪＩＳＧ３１１２に定めるＳＤ３０及びＳＤ３５又はこ

はこれらと同等以上の品質を有する棒鋼 れらと同等以上の品質を有する棒鋼

ウ 設計基準強度が１平方ミリメートルにつき２４ニュート ウ 設計基準強度が１平方センチメートルにつき２４０キロ

ン以下の普通コンクリート グラム以下の普通コンクリート

（３） 二次災害の防止 （３） 二次災害の防止

装置等の設計に当たっては、外壁仕上材との間隔を適切に確 装置等の設計に当たっては、外壁仕上材との間隔を適切に確

保する等の措置を行い、仕上材の落下等による二次災害の防止 保する等の措置を行い、仕上材の落下等による二次災害の防止

に配慮すること。 に配慮すること。
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